
当社は創業者が設計会社としてスタートして以来、時代の状況変化に対して、
様々なマインドチェンジを積み重ねる中で、
技術サービス業という現在の事業モデルを構築し、エンジニアの価値を創造してきました。

日本が世界に誇る財産である
エンジニアの成長、自己実現をサポートする。

「エンジニアサポートカンパニー」
－私達は技術者の夢をサポートします－

研究開発領域 製品開発領域 生産関連領域商品企画 販売

品質保証、
組立調整等、
商品や生産に
付随する
業務エリア

メーカーの
業務工程

アルトナーの
組織体制 先行開発、

研究開発等、
高度な技術スキル・ 
設計レベルを

要求される業務エリア

設計開発の
メインゾーンであり、
設計に関する
幅広い業務に

対応する業務エリア

ワイドバリュー
グループ

プロダクトバリュー
グループ

ハイバリュー
グループ

アルトナーに
正社員入社 教育・研修

STEP 2 STEP 3 STEP 4STEP 1 STEP 6STEP 5
顧客企業で
経験を積む

希望メーカーと
面接等 転職双方合意

【メーカーの業務工程における提供サービス】

【転職支援制度】

パーパス、社是、
経営理念の実現

サステナブルな
社会の実現に
貢献

中期経営計画の
柱に「カーボン
ニュートラル」
を据えて、

事業活動を通じて
社会的課題の
解決に貢献

顧客企業
● 高付加価値の
技術者の配属

お取引先
● 価値共創

従業員
 ● 全従業員の幸福
と会社の反映（※）

● 雇用の維持

株主
 ● サステナブルな

成長
● 利益の還元

提供価値
アウトカム

インプット

経営理念 パーパス

中長期的に
目指す姿

1
長い歴史による
顧客企業からの
信頼感

2
これまでに
作り上げてきた
ビジネスモデル

3
マーケット
ニーズの

高い技術分野への
技術者の配属

4
自社内で

キャリアアップが
完結できる
ジョブ型雇用

技術者派遣事業 請負・受託事業

ソフトウェア 電気・電子 機械

外部環境及び社会課題

『 持続的成長および次世代成長の
ための基盤を構築する 』

『 Make Value for 2022 to 2024 』

基本方針 基本施策

1.セグメント戦略の推進 2. 多種多様な人財活用の推進
●シニア・女性・外国人労働者
（留学生）の人財活用

●協力会社の活用・組織化
（請負・受託体制の確立）

●セグメント別戦略の構築
（採用 -教育 - 配属 - 制度）
●セグメント別マーケットへの

対応の確立
●新たな専門技術領域の開拓・模索

事業・技術領域

メーカーの
正社員として

※「幸福」には、人から与えられるのではなく、
　　自らが進んで行動することで「しあわせ」に
　なるという思い、「反映」には、相手を照らす
　ことで自らにも反射し互いに輝くという思い
　を込めております。

担当者による
マッチング

エネルギー効率の改善、
使用量の削減
事業を通じた「カーボン
ニュートラル」への貢献

雇用を通じた
社会課題の解決
人権の尊重
ダイバーシティ＆
インクルージョンの推進
人財の育成と確保

コーポレート・
ガバナンスの強化
コンプライアンス
経営の推進

事業活動

財務資本
持続的成長の支えとなる
堅実・強固な財務基盤

知的資本
顧客企業の業務に即した
研修カリキュラムに基づく、
技術者出身の研修担当者による

実践的な教育・研修

人的資本
メーカーの業務工程の
上・中流工程に配属可能な
理系出身の技術者を正社員雇用

社会・関係資本
顧客企業、学校、学会・団体

との長期的な
パートナーシップを構築

少子高齢化

人財（技術者）不足

デジタル化の加速

価値観・ニーズの多様化

人財の流動化・ダイバーシティ

サステナビリティ経営の高度化

働き方の多様化・雇用慣行の変化

ウィズコロナ・ポストコロナ
社会への対応

世界情勢の
不確実性の高まり

価値創造の源泉 P16

強み   P16

中期経営計画    P27

8つのマテリアリティ    P17
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1998年〜2008年 2009年〜2012年 2013年〜2017年 2018年〜

第1次事業再編 第2次事業再編
事業モデルを刷新し、
リーマンショックからの本格回復を
期し、更なるステージアップに挑む

持続的成長および次世代成長のための
基盤を構築する

機械設計事業
スタート
阪神工業地帯を中心と
する取引先にて順 調に
業容拡大

体制整備の遅れによる
低迷期

1986年〜1997年

1962年〜1985年

11,000

10,000

9,000

8,000

7,000

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

16

14
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8

6

4

2

0

1986年 

労働者派遣法
施行

社会
情勢

アルトナー
沿革

1998年 

株式会社
アルトナーに

社名変更

2008年 

リーマン
ショック

発生

2018年 

東京証券取引所
市場第一部
銘柄に指定

2022年 

会社設立60周年
東京証券取引所

プライム市場へ移行

百万円 %

 売上高　  経常利益　  経常利益率

2017年 

会社設立55周年
東京証券取引所
市場第二部へ

市場変更

2007年 

ジャスダック
証券取引所に
株式を上場

2010年1月期

経常利益
△521百万円

1998年
1月期

1986年
1月期

2009年
1月期

2010年
1月期

2011年
1月期

2012年
1月期

2013年
1月期

2003年
1月期

2014年
1月期

2004年
1月期

2015年
1月期

2005年
1月期

2016年
1月期

2006年
1月期

2017年
1月期

2007年
1月期

2018年
1月期

2008年
1月期

2019年
1月期

2020年
1月期

2021年
1月期

2022年
1月期

2023年
1月期

2024年
1月期

◎ 技術者派遣事業に絞って人的資源を集中
◎ 1998年 株式会社アルトナーに社名変更
◎ 2000年 アルトナー再生5か年計画
◎ 2007年 ジャスダック証券取引所に株式を上場
◎ 2008年 リーマン・ショック発生

◎ 2011年
　エンジニア事業本部
　・宇都宮　・横浜
　・名古屋　・大阪
　ハイパーアルトナー
　事業部等に組織再編

◎ 2013年 4事業本部を設置
　・ハイパーアルトナー事業本部
　・エンジニア事業本部
　・エンジニアエージェンシー事業本部
　・ヒューマンリソース事業本部

◎ セグメント戦略の推進
◎ 多種多様な⼈財活⽤の推進　
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当社は社会の変化やニーズを捉え、社会課題の解決に貢献することで成長してきました。その歩
みの中で、今日の強みの源泉となる様々な資本を積み上げてきました。これら資本の戦略的な活
用・増大を図り、さらなる価値創造を追求していきます。長い歴史による顧客企業からの信頼感

1962年に設計開発の会社として設立し、高度経済成長を支えた京阪神の

メーカーの設計開発業務を受注して成長を遂げました。60年以上の歴史

の中で、技術者派遣事業のパイオニアとして、多くの顧客企業と信頼を築

き、実績を積み重ねてきた設計開発が根底にあるエンジニア集団です。

1

これまでに作り上げてきたビジネスモデル
2008年のリーマンショック時にも、メーカーの業務工程の上流工程（研究

開発領域）に配属されていた技術者はあまり契約解除になりませんでした。

この状況を受け、当社は上流工程への技術者の配属比率を高めていく方

針を決定し、この工程に配属可能な優秀な学生を採用するため、技術者の

ニーズを踏まえた社内制度（転職支援制度、成果報酬型の給与体系、エリ

ア限定制度等）を導入しました。

2

自社内でキャリアアップが完結できる
ジョブ型雇用

当社は理系出身の人財を技術職として正社員雇用し、技術者としてスキル

アップに専念できる環境があります。当社は顧客企業の業務工程を「研究開

発領域」「製品開発領域」「生産関連領域」の３つに分類し、各領域に対応す

る3つのグループ（ハイバリューグループ、ワイドバリューグループ、プロダク

トバリューグループ）を設置しております。個人の希望や適性に合わせて、グ

ループを異動することで、自社内でキャリアップを完結することができます。

4 顧客企業、学校、学会・団体との長期的な
パートナーシップを構築

採用実績(大学院・大学・短大・高専・専門学校)

約350校

取引実績

約1,200社

論文発表実績　

166本

大学での当社の研修担当者の非常勤講師

8校で15講座

持続的成長の支えとなる堅実・強固な財務基盤

財務資本

知的資本

人的資本

社会・関係資本

自己資本比率 純資産 営業キャッシュ・フロー

69.9％ 42.7億円 11.2億円

顧客企業の業務に即した研修カリキュラムに基づく、
技術者出身の研修担当者による実践的な教育・研修

研修担当者の
技術者出身比率

従業員(技術系)
1人当たりの
年間平均研修時間

従業員(技術系)
1人当たりの
年間平均研修費用

100％ 73.2時間 54,000円

メーカーの業務工程の上・中流工程に配属可能な
理系出身の技術者を正社員雇用

技術者数 理系出身の
技術者の比率

メーカーの業務工程の
上・中流工程に
配属可能な技術者

1,192人 100％ 88％

マーケットニーズの高い技術分野への
技術者の配属

当社のエンジニアの活動領域は多岐にわたり、自動車、家電機器、産業機

器、医療機器、情報・通信の大手企業において、電気自動車（EV）、燃料電

池自動車（FCV）等のエコカー、運転支援技術、レーシングカー、半導体露

光装置、産業用ロボット、システム・アプリケーション開発等、最先端のプロ

ジェクトに参画し、様々な技術サービスを提供しています。

3
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価値創造の源泉培ってきた強み
価値創造ストーリー
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アルトナーでは、ステークホルダーの関心や社会課題を認識するとともに、当社の経営への影響を踏まえ、
優先的に取り組むべきマテリアリティ(重要課題)を8つに特定いたしました。
今回、特定したマテリアリティの重要性を認識した上で、課題解決に向けた実効性のある経営、事業活動に
取り組んでまいります。

マテリアリティ（重要課題）の特定プロセス

課題の抽出
マテリアリティ候補となる項目は、各種国際基準やESGに関する外部評価、
ステークホルダーを含めた社会からの要請事項を分析し、

31項目を抽出。

課題の優先順位付け
抽出した課題を、社内外のステークホルダーへのアンケートで当社への期

待、要請などを分析し、「ステークホルダーにとっての重要度」と

「アルトナーにとっての重要度」の2軸で優先順位を選定。

重要課題の検証・決定
選定された優先的な課題をサステナビリティ委員会で内容を審議、また

妥当性を検証し、当社のマテリアリティ8項目を特定。

step1

step2

step3

アルトナーにとっての重要度

高

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
に
と
っ
て
の
重
要
度

高

❶ エネルギー効率の改善、使用量の削減
❷ 事業を通じた「カーボンニュートラル」への貢献
❸ 雇用を通じた社会課題の解決
❹ 人権の尊重
❺ ダイバーシティ&インクルージョンの推進
❻ 人財の育成と確保
❼ コーポレート・ガバナンスの強化
❽ コンプライアンス経営の推進

関連するSDGs、リスクと機会

8つのマテリアリティ

カテゴリ ID 項目 関連するSDGｓ リスク 機会

Environ-
mental

環境

1

エネルギー効率の
改善、使用量の
削減

・対応が遅れた場合の
レピュテーション低
下、技術の陳腐化

・気候変動による異常
気象・自然災害リスク
の増大

・環境規制強化などに
よるコスト増加

・脱炭素社会・循環型
社会への対応ニーズ
拡大による関連技術
者派遣需要の増加

・ESG投資家からの資
金調達の拡大2

事業を通じた
「カーボンニュー
トラル」への貢献

Social 
社会

3
雇用を通じた
社会課題の解決

・人財獲得市場の競争
激化とコスト増加

・人財の質及び労働生
産性の低下

・人権問題発生に伴う
レ ピ ュ テ ー シ ョ ン
低下

・優秀な人財の獲得機
会増加

・多 様 性 によ るイノ
ベーション創出

・従 業 員 のモチベ ー
ション向上

・持続可能な社会の実
現に寄与

4 人権の尊重

5

ダイバーシティ&
インクルージョン
の推進

6
人財の育成と
確保

Govern-
ance 

ガバナンス

7
コーポレート・
ガバナンスの強化

・法令違反や社会規範
を逸脱した企業行動
による社会的信頼の
失墜及び企業価値の
毀損

・資金調達コストの増
大

・意思決定の透明性の
向上や変化への適切
な対応による安定的
な経営基盤の確立

・多様なステークホル
ダーとの関係強化

・ESG投資家からの資
金調達の拡大

8
コンプライアンス
経営の推進

重要度

アルトナーは、事業を通じて社会課題の解決に貢献し、
世界が目標に掲げる「持続可能な開発目標（SDGs）」の
達成を目指します。 国連加盟国により2015年9月、持続可能な開発目標（SDGs）が

採択された。あらゆる形態の貧困に終止符を打ち、不平等と闘
い、気候変動に対処しながら、誰一人取り残されないようにする
ため、17の目標を掲げ2030年までに達成を目指す。

ー
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産業技術のコアとなる「ソフトウェア」「電気・電子」「機械」で、
技術革新を推進するテクニカルパートナーとして貢献しています。

技術領域別売上高　推移 技術者数　推移

IoT機器に組み込まれる
ソフトウェアやネットワークシステムの
アプリケーションソフトウェアの開発を行います。

設計分野として、エンベデッド（機械や機器に組み込まれる制御シ

ステムのソフトウェア開発に対応）、ITソリューション（ＰＣ、タブ

レット端末やサーバを対象とするネットワークシステムのソフト

ウェア開発に対応）、モデルベース（モデルに基づいた先行研究、及

び新規開発の開発フェーズにおける要件定義や設計など上流工程

に対応）などがあります。

ソフトウェア

機器や装置の心臓部となる回路基板設計、
信頼性評価を行います。

設計分野として、電気機器（電気設計並びに生産設備とその技術

に対応）、電子回路（プリント基板を対象とした電子回路設計に対

応）、電子デバイス（集積回路、及び電子デバイス単体の開発、周辺

回路設計に対応）などがあります。

 電気・電子

2D・3D CADを使用して、
機械が動く仕組みの設計を行います。

設計分野として、駆動システム（エネルギーを生成、変換、蓄積、伝

送する仕組みの開発に対応）、機構（生産設備、装置のメカニズム

の開発に対応）、構造・素材（デザインをベースにした商品の形状設

計、構造物・筐体の設計、新素材の開発に対応）などがあります。

　機　械
機械

電気・電子

ソフトウェア（ ITソリューション）

ソフトウェア（エンベデッド・モデルベース）

単位:百万円 単位:人

400

300
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100

0
第52期
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メーカーの業務工程に対応する当社の各グループ

グループ別　売上総利益率
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業種別売上高　推移 単位:百万円

事業別売上高　推移 単位:百万円

地域別売上高　推移 単位:百万円

技術者派遣 売上高構成比90.2%

人員構成比71.9％ 請負・受託

その他

単位:% HV　  WV　  PV　  全社

人員構成比15.9％

研究開発領域

ハイバリュー
グループ

ワイドバリュー
グループ

プロダクトバリュー
グループ

製品開発領域 生産関連領域

先行開発、研究開発等、
高度な技術スキル・ 

設計レベルを要求される
業務エリア

設計開発の
メインゾーンであり、

設計に関する幅広い業務に
対応する業務エリア

メーカーの
業務工程

アルトナーの
組織体制

品質保証、組立調整等、
商品や生産に

付随する業務エリア
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商品企画 正社員雇用

エンジニアの派遣依頼 指揮命令アルトナーのエンジニア

エンジニアを派遣

顧客企業

正社員雇用
業務を発注

成果物を納品

アルトナーのエンジニア

プロジェクト
リーダーの下で

業務遂行

顧客企業

販売

3

3

1

1

2

2

人員構成比12.1％ 売上高構成比9.3%

売上高構成比0.5%

10,000

5,000

0

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

1,000

500

0

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

4,500

3,000

1,500

0

輸送用
機器

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

4,500

3,000

1,500

0

電気
機器

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

1,500

0

情報・
通信

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

1,500

0

精密
機器

20
24

年
1月

期
20

24
年

1月
期

7,000

5,000

3,000

1,000

0

関東

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

20
24

年
1月

期

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期

5,000

3,000

1,000

0

近畿

20
24

年
1月

期

20
14

年
1月

期

20
15

年
1月

期

20
16

年
1月

期

20
17

年
1月

期

20
18

年
1月

期

20
19

年
1月

期

20
20

年
1月

期

20
21

年
1月

期

20
22

年
1月

期

20
23

年
1月

期
5,000

3,000

1,000

0

東海
20

24
年

1月
期

20
24

年
1月

期
20

24
年

1月
期

20
24

年
1月

期
20

24
年

1月
期

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

成
長
戦
略

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

ガ
バ
ナ
ン
ス

デ
ー
タ
セ
ク
シ
ョ
ン

価値創造ストーリー

株式会社アルトナー 統合報告書2024 22株式会社アルトナー 統合報告書202421


